
第6号様式別表5の 2記載の手引

1 こ の計算書の用途等

この計算書は、法第72条の2第 1項第 1号イに掲げる法人 (外形対象法人)が 、付加価値割の課税標準となる付カロ価値額及び資

本害1の課税標準となる資本金等の額の計算を行う場合に記載し、第6号様式又は第8号様式の申告書に添付してください。

2 か た

欄 記 載 の し か た 留 意 事 項

「収益配分額の計算」

(①から④までの欄)

次に掲げる法人の区分ごとに、それぞれに定める金額を記載

します。

(1)法 72条の19の規定の適用を受ける法人 (以下 「特定内国法

人」といいます。)又 は事業税を課されない事業とその他の事

業とをあわせて行う法人 (以下 「非課税事業をあわせて行う

法人」といいます。) 第 6号様式別表 5の 2の 2の③、③又

は⑤の各欄の金額

② そ の他の法人 第 6号様式別表 5の 3の⑫、第 6号様式別

表 5の 4の③又は第6号様式別表 5の 5の③の各欄の金額
「単年度損益⑤」 次に掲げる法人の区分ごとに、それぞれに定める金額を記載

します。

O 特 定内国法人又は非課税事業をあわせて行う法人 第 6号

様式別表 5の②の欄の金額

② そ の他の法人 第 6号 様式の①の欄の金額と①の欄の金額

の合計額

この場合において、会社更生等による債務免除等があった場

合の欠損金の損金算入の特例の適用を受けようとする法人にあ

つては、(D又はのに定める金額から第6号様式別表11の②の欄、

②の欄又は⑤の欄の金額を控除した金額を記載します。

3「 付カロ価値額⑥」 この欄の金額が零又は負数の場合は、以下⑦から③までの欄

こ記載する必要はありませんn

4「 収益配分額のうちに報酬給与

額の占める割合⑦」

この害1合に1未満の端数があるときは、その端数を切り上げ

てください。

5「④×70/100 ③」 (1)⑦ の欄の数値が70%を 超える場合に限り記載します。

122 この金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨ててください。

6「 雇用安定控除額⑥ l ⑦の欄の数値が700/Oを超える場合に限り記裁します^

「資本金等の額①」 次に掲げる法人の区分ごとに、それぞれに定める金額を記載

します。

(D 収 入金額課税事業とその他の事業とをあわせて行う法人 (以

下 「収入金額課税事業をあわせて行う法人」といいます。)(②

に掲げる法人である場合を含みます。) 第 6号様式別表 5の

2の 3の②の欄の金額

122 課税標準の特例 (法附則第 9条 第 1項 )の 規定の適用を受

ける法人 第 6号様式別表 5の 2の 3の①の欄の金額

0課 税標準の特例 (法附則第 9条 第4項 又は第13項)の 規定の

適用を受ける法人 第 6号様式別表 5の 2の 3の ②の欄の金

額

142 課税標準の特例 (法附則第 9条 第 2項 )の 規定の適用を受

ける法人 銀 行法第 5条第 1項 に規定する金額

152 課税標準の特例 (法附則第 9条 第 3項 )の 規定の適用を受

ける法人 10億 円

⑥ そ の他の法人 下 表 「資本金等の額又は連絡個別資本金等

の額 2」 の①の欄の金額

清算中の法人は、資本

金等の額がないものとみ

なされるため、「資本金

等の額の計算」の各欄及

び 「2 資 本金等の額の

明細」の各欄に記載する

必要はありません (以下

14まで同じです。)。

下表 「資本金等の額又

は連結個別資本金等の額

2」 の②の欄の金額が零

又は負数である場合は、

①から①までの欄に記載

する必要はありません。

この場合は、①の欄に下

表 「資本金等の額又は連

結個別資本金等の額 2」

の②の欄の金額を記載し

てくださいへ

8「 当該事業年度の月数②」 この月数は、暦に従つて計算 し、 1月 に満たないときは 1月

とし、 1月 に満たない端数を生じたときは切 り捨ててくださいへ



欄 記 載 の し か た 留 意 事 項

9「①×⑫/12 ⑬ 」 この金額に1円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨ててください、

10「控除額計①」 次に掲げる法人が、当該法人の区分ごとに、それぞれに定め

る金額を記載します。

O 特 定内国法人又は非課税事業をあわせて行う法人 (②に掲

げる法人である場合を含みます。) 第 6号様式別表 5の 2の

3の⑫の欄の金額

122 課税標準の特例 (法附則第 9条 第 5項 から第 9項 まで又は

法附則第39条第 1項 )の 規定の適用を受ける法人 第 6号様

式別表 5の 2の 3の②の欄の金額

0 外 国法人 第 6号様式別表 5の 2の 3の①の欄の金額

14j 法第72条の21第3項 (一定の持株会社の資本金等の額の算

定)の 規定の適用を受ける内国法人で、0又 は②に掲げる法

人以外の法人 第 6号様式別表 5の 2の 4の①の欄の牟額

11「①のうち1,000億円以下の金

額①」、「(⑤のうち1,000億円

を超え5,000億円以下の金額)
X50/100① 」及び 「(①のう

ち5,000億円を超え1兆円以下
の金額)×25/100①」

(1)⑤ の欄の金額が1,000億円 (その事業年度が 1年に満たない

場合においては、1,000億円に当該事業年度の月数を乗じて12

で除して得た金額。以下同じ。)以 下であるときは、当該金額

を①の欄に、⑮の欄の金額が1,0∞億円を超え5,000億円 (そ

の事業年度が 1年に満たない場合においては、5,000億円に当

該事業年度の月数を乗じて12で除して得た金額。以下同じ。)

以下であるときは、当該金額を1,000億円以下の金額及び1,00

0億円を超え5,000億円以下の金額に区分してそれぞれ①及び

①の各欄に、⑥の欄の金額が5,000億円を超えるときは、当該

金額を1,000億円以下の金額、1,000億円を超え5,000億円以下

の金額及び5,000億円を超え1兆円 (その事業年度が 1年 に満

たない場合においては、 1兆 円に当該事業年度の月数を乗じ

て12で除して得た金額)以 下の金額に区分して、それぞれ①、

①及び①の各欄に記載します。

② こ れらの金額に 1円未満の端数があるときは、それらの端

数金額を切り捨ててください。

12「期首現在の金額④」の各欄 当該事業年度の前事業年度終了の日現在における金額をそれ

ぞれ記載しますハ

13「当期中の減少額④」及び 「当

期中の増加額②」

当該事業年度中の増加額又は減少額をそれぞれ記載します。 「資本金等の額又は連結

個別資本金等の額 2」 の欄

は、法人税の明細書 (別表

5(1))に記載したところに

準じて記載します。

14「期中に金額の増減があった場

合の理由等」

「資本金の額又は出資金の額 1」 の④の欄若しくは②の欄又

は 「資本金等の額又は連結個別資本金等の額 2」 の④の欄若し

くは②の欄に記載したそれぞれの金額の増加又は減少ごとに理

由力記載lンますハ
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